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海事クラスター
わが国海事クラスターの構成1

わが国海事クラスターの規模2
わが国海事クラスター全体の付加価値額は4兆7,440億円（GDPの約1%）、売上高は12兆6,272億円、従事者数は中核的海事産業で
計19万人。（いずれも2015年の数字） 

海運業は、造船業及び舶用工業とともにわが国海事クラスターの中心的存在。
作成：（公財）日本海事センター

作成：（公財）日本海事センター

※令和２年度のデータを基に更新

関連産業

隣接産業等

中核的海事産業

中核的海事産業以外

出典：国土交通白書 2022

わが国の海運業と造船業等の相関図3
日本の海事クラスターは、海運業と造船・舶用工業の強い結びつきが中心となっている。

外　　航
0.7万人

3.3兆円

2,400隻

192事業者

内　　航
8.3万人

1.14兆円

7,400隻

3,800事業者

海 運 業

造船業
6.8万人

2.3兆円

931事業者

舶用工業
4.6万人

0.9兆円

1,000事業者

内　航
2.9万人（2020年10月末時点）

外　航
日本人0.2万人（2020年10月末時点）

外国人5.3万人（2020年7月時点）

（独）海技教育機構
　　　座学（8校 定員430人）
　　　乗船実習（練習船5隻）

商船系大学・高専
　　　座学（7校 定員360人）

造船・舶用工業 船　員

77％が
日本商船隊向け※
(隻数ベース)

船隊の79％を
国内調達※
(隻数ベース)

中核的海事産業以外・
関連産業・隣接産業

付加価値額（億円）

売　上　高（億円）

従 事 者 数 （人）

8,981

45,878

34,269

9,191

26,889

82,928

8,723

13,595

75,929

20,545

39,911

ー　

47,440

126,272

　ー 　

海事クラスター全体
中核的海事産業

海運業 造船業 港湾運送業など

従業員数  
　9.4万人
産業規模  
　4.44兆円
運航隻数  
　9,600隻
事業者数  
　3,992事業者

〔  産業規模3.2兆円  〕 船員の育成

※令和２年
　  （暦年）実績

安定的な供給

海上自衛隊 海上保安庁 海洋開発 調査研究マリン
レジャー

海洋土木
（浚渫等） 漁業、水産

金　融

公　務 法　務

人材派遣

 船舶関連部品・
部材供給 倉庫・物流 商　社

損害保険 大学、商船高専
等教育機関

ブローカー・
コンサルタント

船舶管理

船舶修繕

港湾管理 舶用工業

港湾運送

造船業

船　級

水運サービス
（水運施設管理等）

水運管理
（水路情報提供等）海運業

港・ターミナル

その他非鉄金属

家　電

穀　物

製紙・パルプ

卸売・小売

自動車

鉄　鋼

石　油

電力・ガス
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日本の海事クラスターは、海運業と造船・舶用工業の強い結びつきが中心となっている。
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